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足利市低入札価格調査制度実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事に係る競争入札について、落札者の

決定等に関し必要な手続を定めることにより、当該契約の適正な履行を確保す

ることを目的とする。 

（適用） 

第２条 この要綱は、総合評価落札方式により建設工事を競争入札に付す場合に

ついて適用する。 

（調査基準価格） 

第３条 市長は、契約の相手方となるべき者の申込みに係る価格（以下「入札価

格」という。）によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされ

ないおそれがあると認められる場合の当該基準となる価格（以下「調査基準価

格」という。）を定めるものとする。 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額のうち、

次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事価格に１０

分の９を乗じて得た額を超える場合は１０分の９を乗じて得た額、その額が工

事価格に１０分の７を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７を乗じて得

た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に１００分の１１０を乗じて得た

額とする。 

(1)直接工事費の額（建築工事及び設備工事はこれに１０分の９を乗じて得た

額（円未満切り捨て））に１０分の９．７を乗じて得た額 

(2)共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3)現場管理費の額（建築工事及び設備工事はこれに直接工事費の額に１０分

の１を乗じて得た額（円未満切り捨て）を加えた額）に１０分の９を乗じて

得た額 

(4)一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

（入札の執行） 

第４条 市長は、開札において、予定価格の制限の範囲内の価格をもってされた

申込みのうち、その価格が調査基準価格を下回る価格のものがあったときは、

落札を保留するものとする。 

２ 調査基準価格を定めた入札において、積算内訳書を提出しない者の入札は、

無効とするものとする。 

（基本調査の実施及び数値的判断基準） 

第５条 前条第１項の規定により落札を保留した場合において、総務部長は、調

査基準価格を下回る価格で入札を行った者が提出した積算内訳書の内容が、次
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の各号に適合するか否かの調査（以下「基本調査」という。）をし、市長に報告

するものとする。 

(1)直接工事費の額（建築工事及び設備工事はこれに１０分の９を乗じて得た

額（円未満切り捨て））が、予定価格算定の基礎となった直接工事費の額（建

築工事及び設備工事はこれに１０分の９を乗じて得た額（円未満切り捨て））

に１０分の７．５を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額以上

であること。 

(2)共通仮設費の額が、予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の７

を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

(3)現場管理費の額（建築工事及び設備工事はこれに直接工事費の額に１０分

の１を乗じて得た額（円未満切り捨て）を加えた額）が、予定価格算定の基

礎となった現場管理費の額（建築工事及び設備工事はこれに直接工事費の額

に１０分の１を乗じて得た額（円未満切り捨て）を加えた額）に１０分の７

を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

(4)一般管理費等の額が、予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１

０分の５．５を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額以上であ

ること。 

(5)入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの合計額から

オを減じ１万円未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額（建築工事及び設備工事は

これに１０分の９を乗じて得た額（円未満切り捨て））に１０分の９．７を

乗じて得た額 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た

額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額（建築工事及び設備工事は

これに直接工事費の額に１０分の１を乗じて得た額（円未満切り捨て）を

加えた額）に１０分の９を乗じて得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じ

て得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得た額 

２ 総務部長は、前項の基本調査において積算内訳書が設計書等の項目と同項目

で作成されていない場合又は入札価格と整合しない場合は、その旨を市長に報

告するものとする。 

３ 市長は、基本調査の結果、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該入札

者を失格とするものとする。 

(1)第１項各号のいずれかに適合しない場合（ただし、第５号で算出した額が、
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調査基準価格に１１０分の１００を乗じて得た額以上であるときは、第５号

を除く。） 

(2)積算内訳書が設計書等の項目と同項目で作成されていない場合又は入札価

格と整合しない場合 

（重点調査の実施） 

第６条 第４条第１項の規定により落札を保留した場合において、市長は、前条

第３項の規定により失格となった者を除き、当該予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって申込みをした者又は総合評価落札方式を適用している場合

には、総合評価点の最も高い入札者（以下「最低価格入札者等」という。）の入

札価格が調査基準価格を下回る価格であるときは、当該最低価格入札者等につ

いて当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうかについ

て、契約管財課長、工事担当課長等及び工事担当検査員（以下「調査職員」と

いう。）に調査（以下「重点調査」という。）させるものとする。 

２ 重点調査を実施する場合における当該調査の主宰者は、契約管財課長とする。 

３ 重点調査は、次に掲げる事項を調査するものとする。 

( 1 )当該価格で入札した理由に関する調査 

( 2 )手持ち工事の状況（対象工事現場付近）、手持ち工事の状況（対象工事現場

付近）による縮減経費に関する調査 

( 3 )手持ち工事の状況（対象工事関連）、手持ち工事の状況（対象工事関連）に

よる縮減経費に関する調査 

( 4 )契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等の関連、契約対象工事箇所と

入札者の事務所、倉庫等との関連による縮減経費に関する調査 

( 5 )工事実施工程表に関する調査 

( 6 )施工体系図に関する調査 

( 7 )下請業務内訳書に関する調査 

( 8 )配置予定技術者名簿に関する調査 

( 9 )資材調達等に関する調査 

(10)建設機械配置計画等に関する調査 

(11)労務者配置計画等に関する調査 

(12)過去に施工した公共工事名及び発注者に関する調査 

(13)建設副産物の搬出地、建設副産物処理による縮減経費に関する調査 

(14)品質管理に関する調査 

(15)安全管理に関する調査 

(16)積算内訳に関する調査 

(17)共通仮設費に関する調査 

(18)現場管理費に関する調査 
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(19)一般管理費に関する調査 

(20)手持ち資材の状況に関する調査 

(21)品質確保体制（人員体制）に関する調査 

(22)経営状況に関する調査（取引金融機関、保証会社等への照会による。） 

(23)信用状況に関する調査（建設業法違反の有無、賃金支払の状況、下請代金

の支払状況等） 

(24)その他の必要な事項に関する調査 

（落札者等の決定） 

第７条 総務部長、工事担当課を所管する部長及び調査職員は、調査内容につい

て審査した結果、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認

めたときは最低価格入札者等を落札者として決定し、そのおそれがあると認め

たときは落札者としないものとする。 

２ 前項の規定により最低価格入札者等を落札者としない場合においては、予定

価格の制限の範囲内で最低入札価格に次いで低い価格又は総合評価落札方式

を適用している場合には、総合評価点が次いで高い入札者の入札価格（以下「次

順位価格」という。）の入札者を落札者として決定するものとする。 

３ 前項の場合において、次順位価格が調査基準価格を下回る価格であったとき

は、当該次順位価格について、第５条から前項までの規定を準用する。 

４ 総務部長は、審査の結果を市長に報告しなければならない。 

（入札参加者への通知） 

第８条 市長は、前条第４項の報告を受けたときは、入札参加者全員に対し、落

札者等の決定について通知しなければならない。 

（細目） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。 

   附 則 

この要綱は、平成１７年５月１日以降に執行する入札から実施する。 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から実施する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から実施する。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から実施する。 

   附 則 
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この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から実施し、同日以降に入札公告又は指名

通知をするものから適用する。 

２ 当分の間、第３条第２項及び第５条第１項第５号の規定は、これに代えて次

の規定を適用する。 

第３条第２項 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額のう

ち、次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事価格

に１０分の９を乗じて得た額を超える場合は１０分の９を乗じて得た額、そ

の額が工事価格に１０分の８．９を乗じて得た額に満たない場合は１０分の

８．９を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に１００分の

１０８を乗じて得た額とする。 

（１）直接工事費の額（ただし、建築工事及び設備工事はこれに１０分の９．

５を乗じて得た額） 

（２）共通仮設費の額 

（３）現場管理費相当額に１０分の８を乗じて得た額 

（４）一般管理費等の額に１０分の３．５を乗じて得た額 

第５条第１項第５号 

（５）最低入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの

合計額からオを減じた額又はカからケまでの合計額のいずれか低い額か

ら１万円未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額（建築工事及び設備工事

にあっては１０分の９．５を乗じて得た額） 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費相当額に１０分の８を乗じ 

て得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等に１０分の３．５を乗じて

得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得た

額 

カ 予定価格算定の基礎となった直接工事費（建築工事及び設備工事にあ

っては１０分の９．５を乗じて得た額）に１０分の９．５を乗じて得た

額 

キ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の９を乗じて得た

額 
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ク 予定価格算定の基礎となった現場管理費相当額に１０分の８を乗じ

て得た額 

ケ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等に１０分の３を乗じて得

た額 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年１２月１日から実施し、同日以降に入札公告又は

指名通知をするものから適用する。 

２ 当分の間、第３条第２項及び第５条第１項第５号の規定は、これに代えて

次の規定を適用する。 

第３条第２項 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額の

うち、次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事

価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗

じて得た額、その額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たな

い場合は１０分の８．７を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨

てた額に１００分の１０８を乗じて得た額とする。 

(1)直接工事費の額（ただし、建築工事及び設備工事はこれに１０分の９．

５を乗じて得た額） 

(2)共通仮設費の額 

(3)現場管理費相当額に１０分の８を乗じて得た額 

(4)一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

第５条第１項第５号 

(5)最低入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの合

計額からオを減じた額又はカからケまでの合計額のいずれか低い額か

ら１万円未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額（建築工事及び設備工

事にあっては１０分の９．５を乗じて得た額） 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費相当額に１０分の８を乗じ

て得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等に１０分の５．５を乗じ

て得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得

た額 
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カ 予定価格算定の基礎となった直接工事費（建築工事及び設備工事に

あっては１０分の９．５を乗じて得た額）に１０分の９．５を乗じて

得た額 

キ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の９を乗じて得た

額 

ク 予定価格算定の基礎となった現場管理費相当額に１０分の８を乗じ

て得た額 

ケ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等に１０分の５．５を乗じ

て得た額 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から実施し、同日以降に入札公告又は指名

通知をするものから適用する。 

２ 当分の間、建築工事及び設備工事以外の工事については、第３条第２項及び

第５条第１項第５号の規定は、これに代えて次の規定を適用する。 

第３条第２項 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額のう

ち、次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事価格

に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得

た額、その額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は

１０分の８．７を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に１

００分の１０８を乗じて得た額とする。 

(1)直接工事費の額 

(2)共通仮設費の額 

(3)現場管理費の額に１０分の８を乗じて得た額 

(4)一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

第５条第１項第５号 

(5)入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの合計額か

らオを減じた額又はカからケまでの合計額のいずれか低い額から１万円

未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得た
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額 

カ 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 

キ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の９を乗じて得た

額 

ク 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

ケ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

３ 当分の間、建築工事及び設備工事については、第３条第２項中「その額が工

事価格に１０分の９を乗じて得た額を超える場合は１０分の９を乗じて得た

額」とあるのは「その額が工事価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える

場合は１０分の９．２を乗じて得た額」と、「その額が工事価格に１０分の７を

乗じて得た額に満たない場合は１０分の７を乗じて得た額」とあるのは「その

額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は１０分の８．

７を乗じて得た額」と読み替えるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から実施し、同日以降に入札公告又は指名

通知をするものから適用する。 

２ 当分の間、建築工事及び設備工事以外の工事については、第３条第２項及び

第５条第１項第５号の規定は、これに代えて次の規定を適用する。 

第３条第２項 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額のう

ち、次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事価格

に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得

た額、その額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は

１０分の８．７を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に１

００分の１１０を乗じて得た額とする。 

(1)直接工事費の額 

(2)共通仮設費の額 

(3)現場管理費の額に１０分の８を乗じて得た額 

(4)一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

第５条第１項第５号 

(5)入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの合計額か

らオを減じた額又はカからケまでの合計額のいずれか低い額から１万円

未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 
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イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得た

額 

カ 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 

キ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の９を乗じて得た

額 

ク 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

ケ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

３ 当分の間、建築工事及び設備工事については、第３条第２項中「その額が工

事価格に１０分の９を乗じて得た額を超える場合は１０分の９を乗じて得た

額」とあるのは「その額が工事価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える

場合は１０分の９．２を乗じて得た額」と、「その額が工事価格に１０分の７を

乗じて得た額に満たない場合は１０分の７を乗じて得た額」とあるのは「その

額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は１０分の８．

７を乗じて得た額」と読み替えるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、令和元（2019）年８月１９日から実施し、同日以降に入札公告

又は指名通知をするものから適用する。 

２ 当分の間、建築工事及び設備工事以外の工事については、第３条第２項及び

第５条第１項第５号の規定は、これに代えて次の規定を適用する。 

第３条第２項 

２ 調査基準価格は、原則として予定価格算定の基礎となる請負対象金額のう

ち、次に掲げる額（円未満切り捨て）の合計額（ただし、その額が工事価格

に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得

た額、その額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は

１０分の８．７を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に１

００分の１１０を乗じて得た額とする。 

(1)直接工事費の額 

(2)共通仮設費の額 

(3)現場管理費の額に１０分の８を乗じて得た額 
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(4)一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

第５条第１項第５号 

(5)入札価格が、次に掲げる額（円未満切り捨て）のアからエまでの合計額か

らオを減じた額又はカからケまでの合計額のいずれか低い額から１万円

未満の端数を切り捨てた額以上であること。 

ア 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 

イ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費の額 

ウ 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

エ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

オ 予定価格算定の基礎となった工事価格に１０分の０．３を乗じて得た

額 

カ 予定価格算定の基礎となった直接工事費の額 

キ 予定価格算定の基礎となった共通仮設費に１０分の９を乗じて得た

額 

ク 予定価格算定の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて

得た額 

ケ 予定価格算定の基礎となった一般管理費等の額に１０分の５．５を乗

じて得た額 

３ 当分の間、建築工事及び設備工事については、第３条第２項中「その額が工

事価格に１０分の９を乗じて得た額を超える場合は１０分の９を乗じて得た

額」とあるのは「その額が工事価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える

場合は１０分の９．２を乗じて得た額」と、「その額が工事価格に１０分の７を

乗じて得た額に満たない場合は１０分の７を乗じて得た額」とあるのは「その

額が工事価格に１０分の８．７を乗じて得た額に満たない場合は１０分の８．

７を乗じて得た額」と読み替えるものとする。 

   附 則 

  この要領は、令和３年４月１日から実施する。 

 


